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平成２４年度（第１４期）決算について 

 

東日本電信電話株式会社（ＮＴＴ東日本）の平成２４年度（第１４期）

決算について、別添のとおりお知らせします。 
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１．事業の概況 

 

当事業年度における世界経済は、米国経済が比較的堅調に推移したものの、債務問題に

よる欧州経済低迷の影響が中国など新興国を中心に波及したことで、総じて減速した状態

が続きました。わが国経済は、東日本大震災からの復興需要など内需を中心に緩やかな回

復基調にあったものの、世界経済の減速などを背景として、弱い動きとなりました。 

その後、平成 24 年 12 月から当事業年度の終盤にかけ、新たな金融緩和政策への期待か

ら、先行きに明るい兆しも出てきております。 

情報通信市場においては、ＩＰ化・ブロードバンド化の進展に伴うネット利用の普及に

よる広がりに加え、固定と移動の融合、クラウドコンピューティング（※1）やテレビのス

マート化の進展、スマートフォン・タブレット端末等の高速無線・Ｗｉ－Ｆｉ（※2）対応

端末の浸透、無料の通話やメッセージ通信を実現するアプリケーションの普及等により、

従来の枠組みを超えた構造変化が進展しています。 

地域通信市場においても、光化を中心としたブロードバンドサービスでの設備競争およ

びサービス競争の激化に加え、多様な無線端末を利用した新たなサービスの拡大、それに

伴うお客さまの利用用途の多様化、データ通信量の増加によるオフロード（※3）ニーズの

高まりなど、大きく変化しております。 

当社は、このような厳しくかつ激変する事業環境のもと、情報通信産業の責任ある担い

手として、各種法令および社会規範の遵守はもとより、公正競争条件の厳格な確保に努め

るとともに、経営基盤の安定・強化を図りつつ、良質かつ安定的なユニバーサルサービス

の提供、大規模自然災害等の際の迅速な復旧をはじめとした社会的インフラとしての信頼

性の確保に努めてきました。更に、東日本大震災からの本格復旧の取り組みや、通信ネッ

トワークの更なる信頼性向上を目指した各種対策を進めるとともに、首都直下地震等の将

来起こりうる災害を視野に入れた対策にも取り組んできました。 

また、平成２０年５月に日本電信電話株式会社が策定したＮＴＴグループ中期経

営戦略「サービス創造グループを目指して」の実現に向け、次世代ネットワーク（ＮＧＮ

（※4））を活用した新しいサービス・商品の提供ならびにお客さまにとって“使いやすい”・

“より長くご利用いただける”料金メニューの提供等を通じて、ブロードバンド・ユビキ

タス環境の充実と光アクセスサービスの利用層拡大に努めてきました。 
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 ① 光・ＩＰ系サービス推進に向けた取り組み 

ブロードバンドサービスにおける競争が激化する中、「フレッツ光」（※5）の普及拡大

や継続利用の促進、また、Ｗｉ-Ｆｉ対応端末をご利用中のお客さまニーズへの対応に向

けて、新たなサービスの提供を開始しました。 

ⅰ．新たに「フレッツ光」をご契約いただくお客さまを対象とした過去最大級の割引キ

ャンペーン「思いっきり割」を実施しました。 

また、２４ヵ月単位での継続利用をお約束いただくことで月々のご利用料金がお得

になる「にねん割」について戸建向けに加え、集合住宅向けに提供を開始するととも

に、「フレッツ 光ライト マンションタイプ」の月額利用料金については、より多くの

お客さまにご利用いただけるよう値下げしました。 

ⅱ．スマートフォンやタブレット端末の普及を受け、アパート等の小規模集合住宅内の

複数のお客さまで光回線につながった無線ＬＡＮアクセスを共用いただける「フレッ

ツ 光 WiFi アクセス」の提供を開始しました。更に、「フレッツ・スポット」とモバイ

ル通信事業者様の「モバイルデータ通信サービス」（※6）がセットになった「フレッツ

おでかけパック」の販売を開始しました。 

また、自由が丘商店街振興組合様と協同で、駅前・商店街通り・店舗を「光ステー

ション」等によりＷｉ－Ｆｉエリアとし、「フレッツ・スポット」による高速インター

ネット接続に加え、自由が丘商店街の情報をスマートフォン等に発信できる環境を提

供することで、商店街等の魅力の向上に貢献しました。 

更に、山梨県、宮城県、長野市、青森市等の自治体や観光協会と協同で観光地、商

業地において近年急増しつつある外国人観光客にも対応したＷｉ－Ｆｉ環境を整備し、

これにより、観光施設や店舗・宿泊施設が発信する情報を入手できるようにするなど、

利便性向上を推進しました。 

ⅲ． これまでデジタルコンテンツ等情報サービスの扱いに限定していた料金回収代行サ

ービス「フレッツ・まとめて支払い」について、食材や衣料など取り扱い商品を拡大

し、インターネット上で物品等を販売する事業者様にもご利用いただけるようにしま

した。これにより、インターネットを利用して情報サービスや物品等を販売する事業

者様は、クレジットカードや代金引換等の既存の決済手段に加え新たに、ＮＴＴ東日

本から請求するフレッツサービス等の利用料との合算請求という安心な決済手段をお

客さまに提供することができるようになりました。 

ⅳ．単身世帯の方と離れた家族とのコミュニケーションを支援する新たな取り組みとし
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て、「単身＆かぞく応援アプリ（miFa：ミーファ）」の提供を開始しました。加えて、

「フレッツ光」の請求グループ毎に月額利用料金を割引く「単身＆かぞく応援割」の

申込受付を開始しました。 

また、「フレッツ光」をご利用のお客さま向けに、写真や動画などのデータをインタ

ーネット経由でオンラインストレージ（※7）に格納し、共有・閲覧を可能とする「フ

レッツ・あずけ～る」の提供予定時期を発表しました。 

更に、経済産業省の｢平成２３年度エネルギー管理システム導入促進事業（ＨＥＭＳ

（※8）導入事業）｣の補助金が交付される「フレッツ・ミルエネ」対応機器一式と、機

器取付工事を組み合わせた「フレッツ・ミルエネお手軽パック（補助金対象）」の販売

を開始しました。 

ⅴ．「フレッツ光」をご利用のお客さまを対象とした会員制プログラム「フレッツ光メン

バーズクラブ」については、加入促進に努め、平成２５年２月に４００万会員を突破

しました。 

② ソリューションビジネスの取り組み 

自治体、医療、教育等の分野に対し、業界の特性や動向を踏まえた業界特化型のソリ

ューションを中心に、ＩＣＴ（※9）利活用の推進により地域のお客さまに喜んでいただ

けるよう、営業活動を展開しました。 

ⅰ．自治体分野については、東日本大震災を契機とした重要データ保全に関するニーズ

の顕在化や、「所有から利用へ」というクラウドニーズの高まりを受け、当社のクラウ

ド基盤上で仮想サーバーをお客さまにお貸しする「Biz ひかりクラウド 安心サーバ

ーホスティング」と、お客さまが所有するデータをクラウド基盤上の仮想サーバーに

バックアップする「Biz ひかりクラウド 安心データバックアップ」の提供を開始し

ました。 

また、自治体・ＮＰＯ（※10）等からの情報配信ニーズに応えるため、低廉な料金で

手軽に複数の方へ映像等の配信が可能なサービス「フレッツ・キャスト シェア」の提

供を開始しました。 

加えて、ＩＣＴを活用した地域の活性化や産業の創出等について相互に連携するこ

とを目的に、公立大学法人会津大学様と連携協力基本協定を締結しました。 

ⅱ．医療分野については、異なる医療機関の電子カルテの診療情報を時系列順に結合す

ることで、医療機関の情報連携を可能とする「光タイムライン」診療情報連携システ

ムの提供を開始しました。 
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ⅲ．日本マイクロソフト株式会社様と中堅中小企業・ＳＯＨＯ市場におけるＩＣＴ利活

用の促進に向けた協業について合意し、日本マイクロソフト株式会社様が提供するＯ

Ｓ（基本ソフト）・アプリケーション・クラウドサービスと当社の「フレッツ光」、「オ

フィスまるごとサポート」といった両社の持つリソースを、デル株式会社様と連携し

て、デル株式会社様の最新パソコン・タブレット端末と一体化したワンストップサー

ビスとして提供を開始しました。 

③ 事業運営体制の状況 

事業運営体制については、東北地方の自治体に情報通信システムを活用した「街の防

災機能強化」や「街の活性化・高度化」を一元的に提案・構築するため、平成２５年３

月に、ビジネス＆オフィス事業推進本部内に「東北ＩＣＴ推進室」を設置しました。 

④ ＣＳＲの推進に向けた取り組み 

情報通信サービスの提供を通じて、地球環境に優しく、社会の健全で持続的な発展に

寄与していくことを企業の社会的責任と考え、ＣＳＲ活動をＮＴＴ東日本グループにお

ける事業運営の重要な柱の一つと位置づけ、「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」（平成１８年

６月制定）を基本に、法令等遵守や環境負荷低減に向けて取り組みました。 

ⅰ．公正競争の確保、個人情報保護、適正な広告表示、労働者派遣をはじめとした各種

法令等の遵守に向けては、これまでの取り組みに加え、とりわけ、平成２４年３月の

日本電信電話株式会社等に関する法律（ＮＴＴ法）違反容疑による社員の逮捕に鑑み、

ＮＴＴ東日本グループにおける「すべての職場」「すべての就労者」を対象に、ＮＴ

Ｔ法の趣旨ならびにコンプライアンスの重要性についての社員教育を再徹底し、企業

倫理意識の向上に取り組みました。 

ⅱ．節電に向けた取り組みとして、夏期においては全国的な電力需給状況を踏まえ、通

信設備については、通信サービスの確保を前提としつつ、昨年度と同様、最大限可能

な範囲で節電に取り組み、オフィスについては、昨年度と同等の平成２２年度比▲３

０％以上のピークカットを目標に節電に取り組みました。 

また、冬期においても、北海道電力エリア等を中心に、節電に取り組みました。 

ⅲ．多様な人材を受容し活用することで、新たなイノベーションを起こし、企業力の強

化を図る観点から、ダイバーシティ・マネジメントを重要な経営戦略として位置づけ、

「かがやきをちからに。モチベーションをイノベーションに。」というダイバーシテ

ィビジョンのもと、社員のキャリア開発支援やワーク・ライフ・バランスの推進等、

積極的にダイバーシティを推進しました。また、社員の仕事と育児の両立支援を目的
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とし、事業所内保育所「ＤＡＩ★ＫＩＤＳ（ダイキッズ）初台」を本社ビル内に設置

しました。 

ⅳ．これらＣＳＲの取り組みについて、「ＮＴＴ東日本グループＣＳＲ報告書２０１２」

を発行する等、ステークホルダーへの情報開示にも積極的に取り組みました。 

⑤ 東日本大震災からの本格復旧に向けた取り組み 

ⅰ．東日本大震災からの本格復旧に向けては、中継伝送路の信頼性確保（津波エリアを

避け内陸ルート迂回、河川下越し）、倒壊・流出したビルの高台移転、浸水した通信ビ

ルの水防対策、劣化バッテリー更改などのサービスの信頼性レベルを更に向上させる

取り組みを進めてきました。 

ⅱ．「災害用ブロードバンド伝言板（web171）」について、東日本大震災における教訓を

踏まえ、伝言登録件数の拡大、伝言保存期間の拡大を図り、新たな機能として、携帯・

ＰＨＳ版災害用伝言板サービスとの連携、メールや音声による伝言登録内容の通知な

どの機能を追加し、「災害用伝言板（web171）」として提供を開始しました。 

ⅲ．このほか、将来の災害発生に備えた対策として、平成２４年１０月に休日の災害発

生を想定した本社ビル等への参集訓練、平成２５年２月には災害発生に伴う本社ビル機

能停止を想定した代替拠点への参集・本部立上げ訓練を実施しました。 

⑥ 営業収益等の状況 

以上の取り組み、およびコスト削減を行い、営業収益は 1 兆 8,317 億円（前年同期比

1.1％減）、営業利益は 650 億円（前年同期比 29.3％増）、経常利益は 888 億円（前年同

期比 18.2％増）、当期純利益は 528 億円（前年同期比 64.3％増）となりました。 

 

※1：データサービスやインターネット技術等がネットワーク上にあるサーバー群にあり、ユーザー

は今までのように自分のコンピュータでデータを加工・保存することなく、「どこからでも、

必要な時に、必要な機能だけ」利用することができる新しいコンピュータ・ネットワークの利

用形態。 

※2：Wireless Fidelity の略。無線ＬＡＮの標準規格である「IEEE802.11a/b/g/n」を製品に搭載

した際、他の IEEE802.11a/b/g/n 搭載機器と相互運用が可能となるように、互換性の保証をす

るためのブランド名。 

※3：他のシステムに処理を分けることで、あるシステムに対する負荷を軽減させる仕組みのひとつ。 

※4：Next Generation Network の略。次世代ネットワーク。 

※5：「フレッツ 光ネクスト」、「Ｂフレッツ」、「フレッツ 光ライト」および、「フレッツ光 WiFi ア

クセス」の総称。 

※6：携帯電話の電波を使用して、パソコン等をインターネットに接続するデータ通信サービス。 

※7：インターネット上でファイル保管用のディスクスペースを貸し出すサービス。 

※8：Home Energy Management System の略。家庭におけるエネルギー管理を支援するシステム。 

※9：Information and Communication Technology の略。情報通信技術を表す言葉。 



 - 6 -

※10：Non Profit Organization の略。様々な社会貢献活動を行い、団体の構成員に対し収益を分

配することを目的としない団体の総称。 

 



(単位　百万円)

資産の部

　固定資産

　　電気通信事業固定資産

　　　有形固定資産

　　　　機械設備 ５０６，３０１ ４８４，１１２ △ ２２，１８８

　　　　空中線設備 ５，０６８ ４，６４３ △ ４２４

　　　　端末設備 ６４，５４４ ５５，００６ △ ９，５３７

　　　　市内線路設備 ８２５，３３０ ８４６，８１４ ２１，４８３

　　　　市外線路設備 ３，８９９ ４，６０８ ７０８

　　　　土木設備 ６２１，２７４ ６２１，３３９ ６５

　　　　海底線設備 １，８９９ １，５２０ △ ３７９

　　　　建物 ４６４，１９８ ４５５，５８６ △ ８，６１２

　　　　構築物 １５，０５２ １６，６２５ １，５７３

　　　　機械及び装置 ３，３８８ ４，８６０ １，４７１

　　　　車両及び船舶 ３２７ ４６３ １３６

　　　　工具、器具及び備品 ４１，８２０ ４１，９６２ １４１

　　　　土地 １９７，５１２ ２０３，５５３ ６，０４１

　　　　リース資産 １，０３０ ５４６ △ ４８４

　　　　建設仮勘定 ５７，６５１ ３６，０９７ △ ２１，５５４

　　　　有形固定資産合計 ２，８０９，２９９ ２，７７７，７４０ △ ３１，５５９

　　　無形固定資産 ９９，４７２ ９２，１０８ △ ７，３６３

　　　電気通信事業固定資産合計 ２，９０８，７７１ ２，８６９，８４８ △ ３８，９２２

　　　投資その他の資産

　　　　投資有価証券 ７，２８３ ７，３８６ １０２

　　　　関係会社株式 ４８，２５３ ４８，２５３ －

　　　　その他の関係会社投資 ４，２０４ ４，３１２ １０７

　　　　出資金 ４５８ ４５８ ０

　　　　関係会社長期貸付金 ２００ － △ ２００

　　　　長期前払費用 ３，５２０ ４，２３０ ７１０

　　　　繰延税金資産 １４６，４４１ １３５，０８３ △ １１，３５８

　　　　その他の投資及びその他の資産 ６，５８０ １０，９２８ ４，３４７

　　　　貸倒引当金 △ ９９４ △ ８９８ ９６

　　　　投資その他の資産合計 ２１５，９４７ ２０９，７５４ △ ６，１９３

　　固定資産合計 ３，１２４，７１９ ３，０７９，６０２ △ ４５，１１６

　流動資産

　　現金及び預金 １７９，６７４ ５９，２２３ △ １２０，４５１

　　受取手形 － ７ ７

　　売掛金 ３１４，１７４ ２６１，４００ △ ５２，７７４

　　未収入金 １０，８２９ １１０，０１７ ９９，１８７

　　有価証券 １０ １０ －

　　貯蔵品 ４３，５９６ ３６，２０６ △ ７，３９０

　　前渡金 ２，３２６ １，９１１ △ ４１５

　　前払費用 ８，００８ ７，９４４ △ ６３

　　繰延税金資産 ５，９９９ ７，６５９ １，６５９

　　預け金 １，５２８ ７６，５８８ ７５，０５９

　　その他の流動資産 １４，４３３ １１，１０１ △ ３，３３２

　　貸倒引当金 △ ３，８２９ △ １，８２６ ２，００２

　　流動資産合計 ５７６，７５３ ５７０，２４３ △ ６，５１０

　資産合計 ３，７０１，４７３ ３，６４９，８４６ △ ５１，６２６

２．比較貸借対照表 

（平成24年３月31日） （平成25年３月31日）
科 目

第 13 期 第 14 期
増 減 ( △ )
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(単位　百万円)

負債の部

　固定負債

　　関係会社長期借入金 ６１７，７１５ ５７６，１９５ △ ４１，５２０

　　リース債務 １，５１５ １，１１４ △ ４００

　　退職給付引当金 ２２７，４６４ ２２２，４６９ △ ４，９９４

　　ポイントサービス引当金 ５，０７４ ６，６５８ １，５８４

　　未使用テレホンカード引当金 １４，２５５ １２，６４７ △ １，６０７

　　資産除去債務 ６４３ ６０２ △ ４１

　　その他の固定負債 １０，９６７ １０，７４２ △ ２２５

　　固定負債合計 ８７７，６３６ ８３０，４３０ △ ４７，２０６

　流動負債

　　１年以内に期限到来の関係会社長期借入金 １４８，３３９ １６８，１５５ １９，８１６

　　買掛金 １０４，０５６ ９３，５９７ △ １０，４５８

　　短期借入金 ３０，０００ － △ ３０，０００

　　リース債務 １，０５９ ５３８ △ ５２０

　　未払金 ２３９，４１５ ２４６，９３５ ７，５２０

　　未払費用 １６，２８４ １５，５５１ △ ７３３

　　未払法人税等 ４８８ ７，６８１ ７，１９３

　　前受金 ６，３４８ ５，９９７ △ ３５０

　　預り金 １３６，７３８ １２９，２１１ △ ７，５２７

　　前受収益 ２７１ ２８７ １５

　　災害損失引当金 １，５３５ － △ １，５３５

　　その他の流動負債 １０，６９８ ３，１７３ △ ７，５２４

　　流動負債合計 ６９５，２３７ ６７１，１３２ △ ２４，１０４

　負債合計 １，５７２，８７３ １，５０１，５６３ △ ７１，３１０

純資産の部

　株主資本

　　資本金 ３３５，０００ ３３５，０００ －

　　資本剰余金

　　　資本準備金 １，４９９，７２６ １，４９９，７２６ －

　　　資本剰余金合計 １，４９９，７２６ １，４９９，７２６ －

　　利益剰余金

　　　その他利益剰余金

　　　　特別償却準備金 １，８１８ ２，９９７ １，１７９

　　　　圧縮積立金 ６，９２７ ９，９０１ ２，９７４

　　　　繰越利益剰余金 ２８５，２１６ ３００，３８４ １５，１６８

　　　利益剰余金合計 ２９３，９６２ ３１３，２８４ １９，３２２

　　株主資本合計 ２，１２８，６８９ ２，１４８，０１１ １９，３２２

　評価・換算差額等

　　その他有価証券評価差額金 △ ９０ ２７１ ３６１

　　評価・換算差額等合計 △ ９０ ２７１ ３６１

　純資産合計 ２，１２８，５９９ ２，１４８，２８３ １９，６８４

負債・純資産合計 ３，７０１，４７３ ３，６４９，８４６ △ ５１，６２６

（平成24年３月31日） （平成25年３月31日）

第 13 期 第 14 期
増 減 ( △ )科 目

-8-



(単位　百万円)

科 目

電気通信事業営業損益

　営業収益 １，７１９，２３９ １，６８９，２３８ △ ３０，０００

　営業費用

　　営業費 ４７８，９５３ ４５４，３５９ △ ２４，５９３

　　運用費 １１，８８１ １０，２４７ △ １，６３３

　　施設保全費 ４１４，７２５ ４１１，１４６ △ ３，５７８

　　共通費 ９３，１３５ ９３，４５６ ３２０

　　管理費 １００，９６９ ９６，５２１ △ ４，４４８

　　試験研究費 ５０，１２７ ４９，０７１ △ １，０５５

　　減価償却費 ３７９，９７３ ３７４，１１７ △ ５，８５６

　　固定資産除却費 ４２，８５６ ４３，５０４ ６４７

　　通信設備使用料 ３２，４２７ ３２，９０６ ４７９

　　租税公課 ７０，９６７ ７０，７６２ △ ２０５

　　営業費用合計 １，６７６，０１６ １，６３６，０９１ △ ３９，９２４

　電気通信事業営業利益 ４３，２２３ ５３，１４６ ９，９２３

附帯事業営業損益

　営業収益 １３２，２８７ １４２，５５９ １０，２７１

　営業費用 １２５，１８６ １３０，６３４ ５，４４８

　附帯事業営業利益 ７，１０１ １１，９２４ ４，８２２

営業利益 ５０，３２４ ６５，０７１ １４，７４６

営業外収益

　受取利息 ８５ ５１ △ ３３

　有価証券利息 １７ １０ △ ６

　受取配当金 ３，０６９ ２，４９４ △ ５７５

　物件貸付料 ４３，５８２ ４３，１６６ △ ４１５

　雑収入 １１，６９３ １４，４６７ ２，７７４

　営業外収益合計 ５８，４４８ ６０，１９０ １，７４２

営業外費用

　支払利息 ９，８１４ ８，７９２ △ １，０２１

　物件貸付費用 ２０，５９０ ２４，０６３ ３，４７２

　雑支出 ３，１３７ ３，５１２ ３７４

　営業外費用合計 ３３，５４２ ３６，３６８ ２，８２６

経常利益 ７５，２３０ ８８，８９３ １３，６６２

特別利益

　災害特別損失戻入額 ４，４７３ － △ ４，４７３

　特別利益合計 ４，４７３ － △ ４，４７３

特別損失

　災害特別損失 １２，６４５ ７，９８０ △ ４，６６５

　特別損失合計 １２，６４５ ７，９８０ △ ４，６６５

税引前当期純利益 ６７，０５８ ８０，９１２ １３，８５４

法人税、住民税及び事業税 △ ９０２ １８，５１３ １９，４１６

法人税等調整額 ３５，８０７ ９，５７７ △ ２６，２３０

当期純利益 ３２，１５３ ５２，８２２ ２０，６６８

 ３．比較損益計算書 

増 減 （ △ ）
平成24年３月31日まで 平成25年３月31日まで
平成23年４月１日から 平成24年４月１日から

第 13 期 第 14 期
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前事業年度  （自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 335,000 1,499,726 1,499,726 － 6,099 289,209 295,308 2,130,035 △ 263 △ 263 2,129,771

当期変動額            

剰余金の配当      △ 33,500 △ 33,500 △ 33,500   △ 33,500

当期純利益      32,153 32,153 32,153   32,153

特別償却準備金の積立    1,818  △ 1,818     －

圧縮積立金の積立     827 △ 827     －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        173 173 173

当期変動額合計 － － － 1,818 827 △ 3,992 △ 1,346 △ 1,346 173 173 △ 1,172

当期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 1,818 6,927 285,216 293,962 2,128,689 △ 90 △ 90 2,128,599

当事業年度  （自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） （単位　百万円）

当期首残高 335,000 1,499,726 1,499,726 1,818 6,927 285,216 293,962 2,128,689 △ 90 △ 90 2,128,599

当期変動額            

剰余金の配当      △ 33,500 △ 33,500 △ 33,500   △ 33,500

当期純利益      52,822 52,822 52,822   52,822

特別償却準備金の積立    1,672  △ 1,672     －

特別償却準備金の取崩    △ 493  493     －

圧縮積立金の積立     2,978 △ 2,978     －

圧縮積立金の取崩     △ 4 4     －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        361 361 361

当期変動額合計 － － － 1,179 2,974 15,168 19,322 19,322 361 361 19,684

当期末残高 335,000 1,499,726 1,499,726 2,997 9,901 300,384 313,284 2,148,011 271 271 2,148,283

純資産
合計

 ４．株主資本等変動計算書 

資本金
資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計

株主資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

株主資本

資本剰余金

圧縮積立金

評価・換算差額等

繰越利益
剰余金

特別償却
準備金

その他利益剰余金

利益剰余金

評価・換算
差額等
合計

株主資本

資本金

資本剰余金

株主資本
合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
剰余金
合計繰越利益

剰余金
特別償却
準備金

利益剰余金

その他利益剰余金

その他
有価証券

評価
差額金

評価・換算
差額等
合計

純資産
合計

圧縮積立金

評価・換算差額等
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(単位　百万円)

　音声伝送収入（ＩＰ系除く） ６５３，８４４ ５７９，１９６ △ ７４，６４７ △ １１．４

（再）基本料 ４６１，２４６ ４１７，８５２ △ ４３，３９３ △ ９．４

（再）通話料 ５７，７７７ ４７，９３９ △ ９，８３８ △ １７．０

（再）相互接続通話料 ８１，８７３ ７２，３７８ △ ９，４９４ △ １１．６

　ＩＰ系収入 ７７７，５５６ ８３５，８８６ ５８，３３０ ７．５

　専用収入（ＩＰ系除く） １３６，１６０ １２２，７７７ △ １３，３８２ △ ９．８

　電報収入 １７，０９８ １６，１０７ △ ９９１ △ ５．８

　その他の電気通信事業収入 １３４，５７９ １３５，２７０ ６９０ ０．５

電気通信事業営業収益合計 １，７１９，２３９ １，６８９，２３８ △ ３０，０００ △ １．７

附帯事業営業収益合計 １３２，２８７ １４２，５５９ １０，２７１ ７．８

営業収益合計 １，８５１，５２７ １，８３１，７９７ △ １９，７２９ △ １．１

 ５．営業実績 

第13期

平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで 平成25年３月31日まで

科 目

第14期
増　減　額

（△）平成24年４月１日から
増　減　率

（％）

-11-



(単位　百万円)

営業活動によるキャッシュ・フロー

　税引前当期純利益 ６７，０５８ ８０，９１２ １３，８５４

　減価償却費 ３９２，０５４ ３８６，５５４ △ ５，４９９

　固定資産除却損 ２２，４４７ ２６，３１１ ３，８６３

　退職給付引当金の増加又は減少（△）額 △ ２６，５８９ △ ４，９９４ ２１，５９５

　売上債権の増加（△）又は減少額 ８，６２３ △ ４８，１７６ △ ５６，８００

　たな卸資産の増加（△）又は減少額 △ ５，３４５ ９，３１２ １４，６５８

　仕入債務の増加又は減少（△）額 △ ２３，０２９ △ ６１８ ２２，４１１

　未払消費税等の増加又は減少（△）額 △ ５，１８５ ７，４９１ １２，６７７

　その他 １３，１９３ △ １２，３５１ △ ２５，５４５

　小計 ４４３，２２７ ４４４，４４２ １，２１５

　利息及び配当金の受取額 ３，１７３ ２，５５６ △ ６１６

　利息の支払額 △ １０，２５２ △ ８，８８９ １，３６３

　法人税等の受取又は支払（△）額 △ ６，７５０ ６５０ ７，４０１

　営業活動によるキャッシュ・フロー ４２９，３９７ ４３８，７６０ ９，３６３

投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ ３９４，４２５ △ ４０５，２４１ △ １０，８１６

　固定資産の売却による収入 ２，０１０ １０，８５６ ８，８４６

　投資有価証券等の取得による支出 △ １，９９３ △ ５１０ １，４８３

　投資有価証券等の売却による収入 ５，０２０ ５０６ △ ４，５１４

　その他 ２，３０３ △ ５，０１４ △ ７，３１７

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３８７，０８５ △ ３９９，４０３ △ １２，３１８

財務活動によるキャッシュ・フロー

　長期借入による収入 １００，０００ １２６，６３５ ２６，６３５

　長期借入金の返済による支出 △ １２２，６８７ △ １４８，３３９ △ ２５，６５１

　短期借入による増減（△）額 － △ ３０，０００ △ ３０，０００

　リース債務の返済による支出 △ ３，０２３ △ １，１７６ １，８４６

　配当金の支払額 △ ３３，５００ △ ３３，５００ －

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ ５９，２１０ △ ８６，３８１ △ ２７，１７０

現金及び現金同等物の増加又は減少（△）額 △ １６，８９８ △ ４７，０２４ △ ３０，１２５

現金及び現金同等物の期首残高 ２０２，８２４ １８５，９２５ △ １６，８９８

現金及び現金同等物の期末残高 １８５，９２５ １３８，９０１ △ ４７，０２４

 ６．比較キャッシュ・フロー計算書 

科 目

平成24年３月31日まで 平成25年３月31日まで

増 減 （ △ ）

第 13 期

平成23年４月１日から 平成24年４月１日から

第 14 期
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